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Ⅰ．制度の概要
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Ⅰ．制度の概要について
～目的～

農業の生産条件が不利な中山間地域等で５年以上継続して農業生産活動等を行う農業者等を支援し、耕作放棄の発生防止、
多面的機能の確保を図る。

（１）仕組み

集落等を単位に農用地を維持・管理していくための取決め
（協定）を締結し、それにしたがって農業生産活動等を行う
場合に、面積に応じて一定額を交付する。

（２）対象者
集落等を単位とする協定を締結し、５年間農業生産活動

を継続する農業者等

（４）対象となる活動
① 農業生産活動を継続するための活動…（8割単価）
（農用地での耕作や水路・農道の維持管理に必要な経費）

② 体制整備のための取組…（10割単価）
・・・集落戦略の作成

（３）交付単価（主なもの）

田：傾斜1/20以上 畑：傾斜15°以上急傾斜地

地目 区分 交付単価（円/10a）

田
急傾斜（1/20以上） 21,000（16,800）

緩傾斜（1/100～1/20） 8,000（6,400）

畑
急傾斜（15度以上） 11,500（9,200）

緩傾斜（8～15度） 3,500（2,800）

（５）加算措置（10aあたりの単価）

地域農業の維持発展に向けての一定の取組を行う場合には、
以下の加算が可能。
加算に取組むには、各メニューごとに目標を立て、目標年度
までに達成する必要がある。
①棚田地域振興活動加算（10,000円/10a）
②超急傾斜農地保全管理加算（6,000円/10a）
傾斜1/10以上の農用地の保全
管理の取組に対して加算

③集落協定広域化加算（3,000円/10a）
ほかの集落との広域化して取り組む
活動に加算

④集落機能強化加算（3,000円/10a）
⑤生産性向上加算（3,000円/10a）

◆農用地の管理方法や協定内の役割分担などを取り決めた協
定を締結し、交付金の使途についても協定の合意のもとお
およそ自由に使うことができる。

◆集落戦略
集落の6～10年後の将来像を想定し、地域の課題やその対策
について話し合いのもと作成する“指針”
協定へ記載するほか地図をまとめる。
最終年(令和６年度）までに作成
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（６）対象地域
★法指定地域・・・以下の法律によって指定された地域

（８法＋１法）

★特認地域 ・・・知事が特に定める基準に該当する地域
１．地域基準
①法指定地域に隣接する地域
②農林統計上の「中間農業地域」「山間農業地域」
③既成市街地等に該当せず一定の要件を満たす地域
④特定農山村法にかかる要件を満たす地域(急傾斜のみ)

２．農用地基準

（１）上記①から③の地域については、次のいずれかの

要件を満たす農地等
ア 傾斜農用地（田1/100以上、畑・草地 ８度以上)
イ 自然条件により小区画・不整形な田
ウ 高齢化率・耕作放棄地の高い農地

（２）上記④の地域については、次の要件を満たすこと。
ア 急傾斜農用地の田(1/20以上)

「特定農山村法」、「山村振興法」、「過疎地域の持続的発展の
支援に関する特別措置法」、「半島振興法」、「離島振興法」、
「沖縄振興特別措置法」、「奄美群島振興開発特別措置法」、
「小笠原諸島振興開発特別措置法」、「棚田地域振興法」

Ⅰ．制度の概要について

・■ 8法指定地域
・■ 指定棚田地域
・■ 特認地域
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Ⅱ．令和６年度の実施状況
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◆中山間地域等直接支払交付金実施要領 第８の２

第８ 第三者機関の設置

１ （省略）

２ 都道府県は、交付金の交付が計画的かつ効果的に推進されるよう

市町村及び関係団体に助言するとともに、交付金の交付状況の点検、

市町村の対象農用地の指定の評価、特認地域及び特認基準についての

審査検討を行う中立的な第三者機関を設置する。

◆滋賀県農村振興交付金制度審議会運営要領 第２条関係

審議会の担任する事務の細目

１ 中山間地域等直接支払交付金に関する事務

（１） 交付金の実施状況の点検に関すること。

（２） 中間年および最終評価に関すること。

（３）（４） 省略

２ 省略

３ その他農村の振興に係る交付金制度の調査審議に必要な事務

Ⅱ．令和６年度の実施状況
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◆交付市町数 ：11市町

◆協 定 数 ：173協定 （集落協定：170協定 個別協定：3協定）

◆交 付 面 積 ：2,580ha （前年度：2,576ha （+ 4 ha））

Ⅱ．令和６年度の実施状況 １. R６協定面積・協定数
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平成12年度：中山間地域等直接支払制度が開始

平成27年度：「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に

基づく安定的な措置として実施

第5期対策からの増加が顕著で、第4期の終わりと比べて約800ha増加

Ⅱ．令和６年度の実施状況 ２.面積の推移

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

R3 R4 R5 R6

1,078 

1,181 1,201 1,209 1,209 1,225 

1,444 1,448 1,447 1,447 
1,482 

1,550 1,569 1,570 1,576 
1,615 

1,691 1,705 
1,736 1,744

2,091

2,289

2,538
2,576 2,580

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

H12 H17 H22 H27 R2

協

定

面

積(

h

a)

図-3 滋賀県内の協定面積の推移（ha）

9



◆協 定 数 ：173協定 （集落協定：170協定 個別協定：3協定）
（R5年度：182協定 （集落協定：179協定 個別協定：3協定））

昨年度より、甲賀市：－９協定

• 甲賀市では、10集落（笹路・上の平・山女原・山中 他6協定） →１集落（山内地域）に統合された。

第４期対策 第５期対策

162
176

150148 151

Ⅱ．令和６年度の実施状況 ３．協定数の推移
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協定農用地の交付面積2,580haのうち、

－法指定地域 1,656ha （64.2%） 特認地域 924ha（35.8%）

（令和５年度 法指定地域 1,655ha （64.2%） 特認地域 921ha（35.8%））

Ⅱ．令和６年度の実施状況 ４．地域区分別の農用地
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協定農用地の交付面積2,580haのうち、

－急傾斜 1,076ha （41.7%） 緩傾斜 1,504ha（58.1%）

（令和５年度 急傾斜 1,076ha （41.8%） 緩傾斜 1,500ha（58.2%））

Ⅱ．令和６年度の実施状況 ５．傾斜区分別の農用地
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交付金額 362,647千円 のうち、

共同取組活動に充当 217,745千円（60.0％）

個人配分に充当 144,903千円（40.0％）

※滋賀県計の上段の（ ）は令和５年度の数値。

Ⅱ．令和６年度の実施状況 ６．交付金の使途

表-１ 交付金額の充当の内訳

市町名 交付額（千円）
割合（％）

共同取組活動 個人配分 共同 個人

大津市 123,697 68,927 54,770 56 44 

栗東市 9,579 2,243 7,336 23 77 

甲賀市 62,766 38,799 23,967 62 38 

湖南市 2,151 1,723 428 80 20 

東近江市 24,969 17,412 7,557 70 30 

日野町 6,852 5,944 908 87 13 

愛荘町 6,018 6,018 0 100 0 

多賀町 4,250 4,250 0 100 0 

米原市 31,946 20,571 11,375 64 36 

長浜市 28,223 20,184 8,040 72 28 

高島市 62,195 31,675 30,520 51 49 

滋賀県計
(361,574) (226,601) (134,973) (63) (37)

362,647 217,745 144,902 60 40 
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市町名 共同取組活
動充当総額

(R6)
共同取組活
動充当額

前年度末積
立等総額

役員報酬
研修会等

費
道・水路
管理費

農地管理
費

鳥獣被害
防止対策

費

共同利用
機械購入
等費

共同利用
施設整備
等費

多面的機
能増進活
動費

土地利用
調整関係

費

法人設立
関係費

農産物等
の販売促
進関係費

都市住民
との交流
促進関係

費

その他 積立等

大津市 133,237 68,927 64,310 4,243 801 20,340 4,305 5,840 29,428 2,381 2,416 0 0 0 0 16,351 44,695

栗東市 4,221 2,243 1,978 260 0 187 0 0 712 0 0 0 0 0 0 1,187 1,036

甲賀市 89,028 38,799 50,229 1,623 1,092 22,090 9,514 3,053 7,990 3,984 1,534 1,266 717 0 0 8,606 31,136

湖南市 1,736 1,723 14 100 0 0 191 163 431 0 88 0 0 0 372 392 0

東近江市 35,109 17,412 17,697 570 31 16,518 6,783 3,539 1,114 2,778 0 0 0 0 0 149 0

日野町 15,877 5,944 9,933 231 53 0 1,914 228 10,864 1,350 0 0 0 0 0 1,238 0

愛荘町 9,342 6,018 3,324 130 0 0 0 4,561 0 0 347 0 0 0 0 2 4,302

多賀町 6,650 4,250 2,400 230 0 4,263 0 232 0 2,700 0 0 0 0 0 418 0

米原市 41,044 20,571 20,472 852 0 8,770 1,962 1,272 15,065 0 0 0 0 0 0 2,437 7,705

長浜市 20,512 20,184 328 1,413 147 3,012 4,326 3,076 3,694 1,338 0 0 0 0 0 1,531 2,010

高島市 52,975 31,675 21,300 1,431 304 13,441 5,223 6,554 14,462 146 815 0 0 0 105 7,223 1,518

滋賀県計
(388,596) (226,601) (161,995) (11,863) (1,945) (72,846) (26,369) (27,996) (36,419) (10,725) (3,119) (408) (717) (171) (747) (19,570) (173,364)

409,731 217,745 191,986 11,082 2,426 88,621 34,218 28,518 83,760 14,677 5,199 1,266 717 0 477 39,534 92,402

（共同活動
費に占める
割合）

(3%) (1%) (19%) (7%) (7%) (9%) (3%) (1%) (0%) (0%) (0%) (0%) (5%) (45%)

3% 1% 22% 8% 7% 20% 4% 1% 0% 0% 0% 0% 10% 23%

共同取組活動費のうち、
• 約49％は農地の基本的な維持管理活動に使われている。

（道・水路管理費、鳥獣被害防止対策費、共同器利用機械購入等費）

• 積立を占める部分が２割以上を占めている。

※滋賀県計の上段の（ ）は令和５年度の数値。

Ⅱ．令和６度の実施状況 ７．共同取組費の内訳

表-２ 共同取組活動費の支出内訳（千円）
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Ⅱ．令和６年度の実施状況 ８．集落戦略の作成状況

10割単価（体制整備単価での活動）の協定160協定のうち

・集落戦略作成済み・・・160協定 （100.0％）

※昨年度・・・85協定/170協定 （50.0％）

（令和７年３月末時点）

表-４ 令和６年度 集落戦略作成状況

市町 集落協定数 集落戦略作成中協定数 集落戦略作成済協定数

大津市 25 0 25 100.0%

栗東市 6 0 6 100.0%

甲賀市 38 0 38 100.0%

湖南市 0 0 0 ―

東近江市 12 0 12 100.0%

日野町 8 0 8 100.0%

愛荘町 4 0 4 100.0%

多賀町 4 0 4 100.0%

米原市 9 0 9 100.0%

長浜市 24 0 24 100.0%

高島市 30 0 30 100.0%

計 160 0 160 100.0%
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Ⅱ．令和６年度の実施状況 ８．集落戦略の作成状況（参考）

（１）「集落戦略」 と「地域計画」について

• 集落協定等の農村地域が農業経営基盤強化促進法に基づく「地域計画」を作成し、認定を受けると、本事
業の「集落戦略の作成」とみなすことができる。

• 「地域計画」の中に協定農用地をすべて含み、協定参加者が「地域計画」の作成のための話し合いに参加
する必要がある。

（２）「地域計画」とは

• 農業経営基盤強化促進法の第１９条第１項に基づく、
地域の農業者等の話し合いにより、将来の農業の
あり方と農地利用を明確にするために作成する計画
（従来の「人・農地プラン」に取り替わるもの）。

• 目標地図の作成の中で地域の農地の一筆一筆に対して今後利用する農業者を設定し、以降それに基づいて
農地の貸借を行うことになる。

• 滋賀県では、すべての地域で令和６年度までに作成することとして推進。
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個別協定の取組は３協定

・湖南市 １協定 ・高島市 ２協定

協定締結者
農業生産法人
（湖南市）

認定農業者
（高島市在原）

認定農業者
（高島市下古賀）

交付単価 基礎単価（8割） 体制整備単価（10割） 基礎単価（8割）

協定締結面積（ha） 6.７ 11.4 1.4

取り組み ・農業生産活動を5年間以上継続

・農業生産活動を5年間以上継続
・耕作放棄の防止活動
（賃借権設定・農作業の委託、
農地の法面管理、柵・ネット等
の設置）

・水路、農道等の管理
・周辺林地の下草刈り

・農業生産活動を５年間以上継続
・耕作放棄の防止活動
（借地権設定・農地の法面管理）
・水路、農道等の管理
・周辺林地の下草刈り

注）個別協定の場合、協定農用地に自作地を含めると、農業生産活動を５年以上継続する以外に、多面的な機能を発揮させる
取組等が必要となる。

Ⅱ．令和６年度の実施状況 9．個別協定

表-５ 令和６年度 個別協定活動状況
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【２．大津市 上仰木・辻ヶ下第３集落協定協議会】

協定面積 ： 40 ha 交付金額：12,776千円

協定参加者 ： 農業者 90人 非農業者 0人

棚田地域振興活動加算

• 上仰木地区の棚田で、小学校・高校・大学
の学生の農業体験学習を実施

Ⅱ．令和６年度の実施状況 10．中山間地域での取組み

【１．米原市 東草野集落協定】

協定面積 ： 63ha 交付金額： 15,289千円

協定参加者 ： 農業者 30人 非農業者 2人

集落機能強化加算

• 機械の共同利用のための組織を立ち上げ、広域化した
協定農地の保全を行う

• 大学との連携事業の開始（農学部ゼミ）、獣害電気柵
の設置・撤去、梅ちぎり、加工品作り等を実施

18

田植え体験

機械共同利用 農学部ゼミ

棚田学習 稲刈り体験

梅ちぎり



Ⅲ．第６期対策の概要
（令和７年度～令和11年度）
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Ⅲ．第６期対策の概要 1．次期対策見直しのポイント

◆対象農地の見直し

・交付対象農地を農振農用地区域内および地域計画区域内の農用地とする

◆共同取組活動が断続的に行われるための体制づくりを推進

・体制整備単価（10割単価）の要件を「ネットワーク化活動計画」の作成

とすることとなった

◆農業生産活動が断続的に行われるための体制づくりを推進

・「ネットワーク化加算」を新設

◆スマート農業による作業の省力化、効率化に向けた意欲的な
取組を支援

・「スマート農業加算」を新設

20



体制整備単価

ネットワーク化活動計画の作成
・複数の集落協定間でのネットワーク化（活
動の連携）や統合、多様な組織等の参画に向
けた計画
・令和11年度までに作成を完了する必要あり

基礎単価

農業生産活動等

・水路、農道管理
・荒廃農地の発生防止活動等

多面的機能を増進する活動

・周辺林地の管理
・景観作物の作付
・魚類等の保護等

+

交付単価
地目 基礎単価（8割） 体制整備単価（10割）

田
急傾斜（1/20以上） 16,800 21,000

緩傾斜（1/100～1/20） 6,400 8,000

畑
急傾斜急傾斜（15度以上） 9,200 11,500

緩傾斜緩傾斜（8～15度） 2,800 3,500

（円/10a）

Ⅲ．第６期対策の概要 2．交付単価

≪ネットワーク化≫
複数の集落協定が事務作業
や傾斜法面の草刈り等の作
業について、労力等を補完
し合いながら連携して活動
を行う体制を構築すること

21



Ⅲ．第６期対策の概要 ３．体制づくりの類型イメージ

農林水産省HP「中山間地域等直接支払制度体制づくり（統合・ネットワーク化・多様な組織等の参画等）参考事例集」令和6年12月より
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Ⅲ．第６期対策の概要 ４．ネットワーク化した協定の活動例

◆事務の一元化

・共同事務局を設置し、各協定が行う事務（実績報告関係資料の整理、会計帳簿の
整理、会議資料作成等）を一括して行う

◆草刈り等作業の共同化

・集落協定間の連携を強化する協議会を設立し、農地・地域維持を目的に非農家
や若者を中心とした草刈り隊を結成。人員が不足するところに草刈り隊を派遣して
草刈りを実施する。

◆機械施設の利用の共同化

・それぞれの集落協定で管理していた共同機械を共有化し、一括管理する。より
広範囲の機械の共有により、機械使用の選択肢が多様化するとともに、農作業のさ
らなる効率化を図る

◆農作業の共同化

・担い手がネットワーク化した集落協定内の農地の防除や機関作業などを請け負
い、ネットワーク化した集落協定内の営業を支える仕組みを構築する。



Ⅲ．第６期対策の概要 ４．ネットワーク化した協定の活動例

農林水産省HP「中山間地域等直接支払制度体制づくり（統合・ネットワーク化・多様な組織等の参画等）参考事例集」令和6年12月より24



Ⅲ．第６期対策の概要 ５．ネットワーク化計画の作成について

※令和11年度までに③まで達成されなかった場合、交付金（単価の２割）の返還
が必要

集落協定書に、対策期間内のネットワーク化活動計画の作成
を位置付け

協定参加者で話合う

ネットワーク化活動計画の作成、市町へ提出

活動の実施、ネットワーク化活動計画の実現に向けたフォ
ローアップ

①

②

③

④

★体制整備単価の適用開始

地域計画における農地利用の将来像などの将来ビジョンを踏まえながら、
協定参加者のみなさんで十分な話合いを行い、合意形成を図る。
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加算措置 活動内容 加算額
（円/10a）

棚田地域振興活動
加算

棚田地域振興法に基づく対象の棚田等の保全と
地域の振興を支援 10,000

超急傾斜農地保全
管理加算

・田 1/10以上、畑 20°以上

・超急傾斜農地の保全
・農産物の販売促進 等

6,000

ネットワーク化加
算
（新設）

複数の集落協定間でのネットワーク化、統合等
を行った上で、主導的な役割を担う人材の確保
と農業生産活動等の継続のための活動
○主導的な役割を担う人材（地域内の組織が行う活動において中心
的な役割を担うことが見込まれる者）の確保
○設定した目標達成に向けた農業生産活動等の継続のための取組
（担い手等の人材確保、草刈等作業の共同化、機械・施設の利用の
共同化など）

10,000円
（～５ha部分）

4,000円
（5～10ha部分）

1,000円
（10～40ha部分）

スマート農業加算
（新設）

スマート農業による作業の省力化・効率化を図
る取組
・リモコン式自走草刈機による除草

・ドローンによる播種・防除・農薬散布

・水管理システムや自動鳥獣捕獲機の導入など

5,000

集落機能強化加算
（経過措置）
第５期対策

新たな人材の確保、営農以外の組織との連携体
制の構築等 3,000

Ⅲ．第６期対策の概要 ６．第６期対策における加算措置



Ⅳ．今後の取組方針
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Ⅳ．今後の取組方針

課題①：中山間集落における人口減少・高齢化

課題②：将来を見据えた地域農業の維持・展開

• 本事業は、中山間地等の農業者に対する平地との格差の是正が根幹にあり、基本的な農
業生産活動に対して支援するもの。

• 関係人口の創出や担い手確保に向けて、多様な主体との協働活動に対する支援として当
課の事業を推進。
（農村RMO形成事業やふるさと支え合い事業、さとのかぜ倶楽部など）

• 中山間地域では特に高齢化・担い手不足が顕著であることから、後継者のいない農地に
ついては、非農業者や非農業団体、地域外団体に維持管理してもらえるような地域の体
制づくりを、「農村RMO形成事業」等の推進・展開により、関係課と連携しつつ「ネッ
トワーク化活動計画」の作成を支援。
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• 本制度に取り組んでいる方や地域の活性化に興味
がある方を対象に開催。

• 研修参加後には「さとのかぜ倶楽部員」として中
山間地域の活動事例を情報発信してもらう。

スマート農業の実演講習の様子 先進地の講師による講演の様子
「さとのかぜ倶楽部」開催案内（R６年）

Ⅳ．今後の取組方針 参考資料

• 「ふるさと支え合いプロジェクト」や「しがのふるさと応援隊」により、非農家や若
い世代が農村地域と関わりを持つ機会を増やすことで関係人口の創出を図る。

「ふるさと支え合いプロジェクト」協定締結：現在２８地区（R６年）
（R７年度５地区実施予定）

• 棚田ボランティアの登録制度「たな友」の積極的な募集。
現在登録者（令和7年3月28日現在）：400名、
R６年度棚田ボランティア参加者数：延べ 425人

• 「しがの中山間地域活性化ガイドブック」、「滋賀県中山間地域振興の手引き」を活
用し、地域住民が主体となった農山村の価値や魅力を活かした取組を進める。
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農村RMOとは、集落協定などの農業者を母体とした組織と、自治会や社会福祉協議会などの多様な地域
の関係者が連携して協議会を設立し、農用地等の保全活動・地域資源の活用・生活支援などの活動を行
い、地域課題の解決に向けた取り組みを持続的に実践する組織。

地域協議会等が行う将来ビジョン策定やビジョンに基づく実証事業、デジタル技術の導入等、
地域の特性を活かした取組の支援を行う

総
務
部

生
活
部

交
流
部

産
業
部

資
源
部

自治会・町内会
婦人会・ＰＴＡ
社会福祉協議会
など

事務局

協議機能

集落協定
集落営農
農業法人
など

（小学校区程度のエリア）

事業の実施（活動事例）実行機能協議会（総会）

地域の存続に向けて普段から組織的に活動を行って
いる農業者を母体とした組織を形成

地
域
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン

（例）中山間直払・まるごとの協定が発展

Ⅳ．今後の取組方針 参考資料

30

○少子高齢化や地区内の
JAの閉店等地域衰退の
歯止対策として実施

○ 15集落を対象に自治会、
集落協定、農業組合、土
地改良区等が連携し協
議会を設立

【日野町 桜谷地域農村RMO推進協議会(R5～7）】

取組の背景・組織体制 実証中の活動

○遊休農地の粗放管理
を図るため「和ぐる
み」の植栽実験

○ GI登録の伝統野菜
「日野菜」を活用した
焼酎開発

○ 「ちょっと楽しい集
い」開催による都市
農村交流

焼酎
「小春のしるし」

ちょっと楽しい
集い


